
Ⅰ．特徴・ポイント
多くの企業において、従業員の生活事情に配慮した柔軟な働き方を実現するために、育児・介護

諸制度の充実、社内周知・取得促進に注力している。
今般寄せられた事例では、育児休業後の復職支援、出産や配偶者の転勤などの事由で退職した社

員の再雇用制度など、経験を積んだ社員の継続雇用に注力する動きが見られた。また、介護支援の
制度充実を図る企業が増え、子育て世代や女性に限定しない全世代的なワーク・ライフ・バランス
の推進に力を入れる傾向が見られた。

このほか、全社的に働き方の改革を進めるなかで、在宅勤務やテレワーク、サテライトオフィス
など、効率的で多様な働き方に対応する柔軟な勤務制度の導入事例が増加した。

なお、女性の活躍推進にかかわる政府要請も踏まえ、女性管理職比率の実績が多く寄せられた。

Ⅱ ．具体的な施策内容
（1）育児・介護諸制度の充実
【育児支援】

法定を超える育児休業・育児短時間勤務制度の拡充(休業:３歳迄、短時間勤務:小学校3年迄等）
育児に関わる経済的支援（育休期間中の手当支給、保育サービス利用の費用補助）
職場復帰支援の充実（面談、相談窓口の設置、両立支援のＷＥＢサイトの設置、ロールモデルの
紹介、自己啓発プログラムの提供等）
男性の育児休業取得の促進（本人・上司への取得呼びかけ、管理職研修やWebを通じた啓蒙）
配偶者の転勤等の事情に対応する再雇用制度
事業所内保育所の設置

【介護支援】
法定を超える介護休業や介護短時間勤務の制度(休業:最長2年、短時間勤務:事由消滅迄等）
介護セミナーや相談窓口による情報提供
介護休業手当の支給

（2）労働時間の適正化や働き方の改革
業務効率化や時間外労働に関する労使との協議や数値目標の設定
年次有給休暇の計画的取得・連続取得の推進
ノー残業デーの徹底、終業時刻の目標設定
在宅勤務・テレワークやフレックスタイム制の導入

（3）その他
家族・地域交流型イベントの実施（職場参観・ファミリーデー等）

企業のワーク・ライフ・バランスへの取組み状況
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経団連では、子育て世代の仕事と育児の両立を支援する観点のほか、多様な人材の活用を
進め、効率的で生産性の高い職場の実現を目指し、ワーク・ライフ・バランスの積極的推進
を呼びかけている。

この活動の一環として、毎年、企業のワーク・ライフ・バランス施策の推進状況につい
て、重点課題や取組実績を調査し、事例集として公表している。概要は以下のとおり。

調査対象：会長・副会長会社、審議員会議長・副議長会社、少子化対策委員会、労働法規委員会労務
管理政策部会、企業行動委員会女性の活躍推進部会 委員会社

調査時期：2014年1月27日～3月17日



※「2013年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査」（2013年11月発表） より、関連する項目を一部を抜粋・加工
調査対象：経団連および東京経協の会員企業計1914社のうち有効回答社数617社。詳細については下記ＵＲＬ参照
http://www.keidanren.or.jp/policy/2013/117.pdf

【参考】企業のワーク・ライフ・バランス施策に関する取組み状況

69
(11.2%)

113
(18.3%)

125
(20.3%)

129
(20.9%)

142
(23.0%)

162
(26.3%)

172
(27.9%)

208
(33.7%)

219
(35.5)

240
(38.9%)

243
(39.4%)

244
(39.5%)

251
(40.7%)

287
(46.5%)

302
(48.9%)

345
(55.9%)

347
(56.2%)

351
(56.9%)

492
(79.7%)

0 100 200 300 400 500 600

テレワーク

従業員配偶者の転勤等に伴う

休業・再雇用制度

短時間正社員制度

裁量労働制

保育等の子育てサービスの提供

育児・介護等の事由による

退職者の再雇用制度

従業員家族の事情等を考慮した

配置転換の運用等

育児・介護休業中における

職場復帰支援

従業員に対するセミナーや研修の実施

経営トップによる継続的な

メッセージの発信

変形労働時間制度

時差勤務制度

介護と仕事の両立を支援するための、

法定を上回る勤務軽減措置

法定を上回る介護休業制度

フレックスタイム制度

育児と仕事の両立を支援するための、

法定を上回る勤務軽減措置

法定を上回る育児休業制度

年次有給休暇の計画的付与、

完全消化の奨励

所定外労働時間の削減

(社)


